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1． 位置づけと目的
本別紙は、「令和７年度　住民と育てる『選ばれる町』に向けた『三重県明和町 2040ビジョン』共創プロジェクト（基盤構築支援業務）」のうち、委託仕様書第５項に示す業務内容の詳細を示すものである。
本年度は３か年事業の第１段階として、住民・関係人口・行政が協働し、地域の将来像を描くための「共創の基盤」を構築することを目的とする。
以下では、主要３業務（①「三重県明和町 2040ビジョン」の策定、②参画導線の設計・整備、③広報・PRの実施）について、その実施方針、具体内容及び成果物を示す。

2． 「三重県明和町 2040ビジョン」の策定
(1) 目的
住民・関係人口・行政が共に地域の将来像を構想し、今後の共創の方向性を明確にすることを目的とし、ビジョン（理想状態）・戦略・推進体制・実行計画・マイルストーン・行動指針まで落とし込む。
地域課題を「自分ごと」として捉える契機を創出し、参加を通じて生まれる合意形成のプロセスを重視する。
(2) 実施方針
· 計画書作成を目的とせず、住民との対話と協働によるプロセスを重視する。
· 多様な主体（町民、関係人口、行政職員等）が参加しやすい仕組みを整える。
· 町が保有するデータや地域資源の分析を基礎に、将来像と重点テーマを整理する。
· オンラインツールの活用により、広く意見を収集し、透明性を確保する。
(3) 実施内容
1 現状整理・課題把握
· 人口動態、地域資源、既存計画等を整理し、現状の強み・課題を明確化する。
· 町内関係者や関係人口へのヒアリング、アンケートを実施し、現場の意見を収集する。
2 ワークショップの実施
· 町民、関係人口、職員を交えたワークショップを２～３回程度実施する。
· テーマ（例）：
第１回：地域の現状と価値の再発見（仮）
第２回：将来像と重点テーマの整理（仮）
第３回：明和町2040ビジョン案の共有と意見反映（仮）
· 各回の議論内容を整理し、成果を逐次フィードバックする。
3 「三重県明和町 2040ビジョン」（簡易中間報告書）の策定
· ワークショップ等を通じて得られた意見・知見を整理し、将来像・重点テーマ・方向性を明文化する。
· 策定過程や住民の声を可視化し、共創の成果を共有できる構成とする。
(4) 成果物
· 「三重県明和町 2040ビジョン」（簡易中間報告書）
· ワークショップ記録・意見整理資料
· ヒアリング・調査記録
· 実施報告書（成果・課題・提案を含む）
(5) 留意事項
· 多様な層からの参加を確保し、偏りのない意見収集を行うこと。
· ワークショップの設計・運営は町と協議のうえ実施すること。
· 成果物の著作権は明和町に帰属する。

3． 参画導線の設計・整備
(1) 目的
住民や関係人口が地域課題やまちづくりのテーマに気軽に関われるよう、参加のきっかけとなる導線を設計・整備することを目的とする。
オンラインとリアルの両面から、参加手段の明確化と利便性の向上を図り、将来的な共創活動の基盤となる仕組みを構築する。
必要に応じて、参加促進のためのデジタルツールの導入・初期運用も行う。
(2) 実施方針
· 既存の町ホームページ、SNS、広報紙等との連携を図り、統一感のある参加導線を整える。
· 住民の属性や利用環境に応じて、オンライン・オフライン双方の手段を組み合わせる。
· デジタルツールの導入は、住民の利便性向上と町の情報整理を目的とし、過度なシステム化は避ける。
· 設計段階から町担当者との協議を重ね、次年度以降の実証運用を見据えた汎用的な仕組みとする。
(3) 実施内容
1 現状把握と課題整理
· 町ホームページ、SNS、既存のアンケートフォームなど、現行の住民参加経路を整理し、改善すべき点を明確化する。
· 住民・職員ヒアリング等を通じ、参加しづらさの要因や情報接点の課題を抽出する。
2 参画導線の設計
· オンラインフォームやQRコード等を活用し、住民が容易にアクセスできる流れを設計する。
· LINE・ポータルサイト等、町が既に活用しているサービスとの連携構成を検討する。
· 情報発信と参加を連動させ、町民が「見て終わり」ではなく「参加してみよう」と思える導線を意識する。
3 デジタルツールの導入・初期設定
· 必要に応じ、参加登録・意見投稿などを支援するデジタルツールを導入・設定する。
· 導入にあたっては町の環境・セキュリティポリシーとの整合を図り、運用手順を整備する。
· 導入後、試行的な利用を実施し、操作性や住民反応を確認する。
4 運用マニュアル・改善提案の作成
· 導線設計とツール導入の結果を整理し、運用方法・管理手順をまとめたマニュアル案を作成する。
· 利用実績やヒアリング結果をもとに、次年度以降の改善提案を行う。
(4) 成果物
· 参画導線検討書
· 導入・設定済みのデジタルツール（試行運用版）
· 運用マニュアル（管理・利用手順書）
· 試行結果及び改善提案書
(5) 留意事項
· デジタルツール導入はあくまで「参画を支える手段」として位置付け、参画導線設計そのものを主眼とすること。
· 利用者の多様性（年齢・デジタルリテラシー等）に配慮し、オフライン参加の手段も確保すること。
· 個人情報の取扱いについては町の規定を遵守し、必要に応じて町の指示を受けること。

4． 広報・PRの実施
(1) 目的
本事業の目的や取組内容を町内外に広く発信し、住民・関係人口の理解と参加意欲を高めることを目的とする。
(2) 実施方針
· 広報紙・SNS・動画等を活用し、町の魅力と共創の意義を伝える。
· 町内外の幅広い層に向けて、わかりやすく・親しみやすい表現を用いる。
· 住民・関係人口が「参加したくなる」発信内容を重視する。
· コンテンツの再利用・拡散性を考慮し、次年度以降の事業展開にも活用できる素材とする。
(3) 実施内容
1 情報発信計画の策定
· ターゲット層（町民・関係人口・外部関係者）を設定し、メディア別の発信方針を整理する。
· コンテンツ形式（動画・記事・SNS投稿等）を決定する。
2 広報素材の製作
· PR動画（1～2分程度）や紹介記事、SNS投稿用画像等を製作する。
· 町内取材やワークショップの様子を撮影し、住民参加の雰囲気を伝える。
· 町広報紙掲載用の原稿案を作成する。
3 発信・公開支援
· 製作した素材を町公式メディアやポータルに掲載できる形で納品する。
· 発信時のキャプションや説明文の作成支援を行う。
4 効果確認と改善提案
· 広報媒体ごとの反応やアクセス状況を整理し、次年度以降のPR方針への示唆をまとめる。
(4) 成果物
· 情報発信計画書
· PR動画・SNS素材・広報記事案一式
· 効果検証資料（反応・アクセス等）
· 実施報告書
(5) 留意事項
· 使用素材に関する著作権・肖像権等の確認を行い、必要な許諾を得ること。
· 個人が特定される映像や発言を扱う場合は、事前に町の了承を得ること。
· コンテンツは町が将来的に自由に活用できる形で納品すること。

5． 進行管理・体制・スケジュール（参考）
	月
	主な取組
	内容の概要

	2025年12月
	事業キックオフ準備・初回協議
	契約締結後、町担当者・受託者間で初回ミーティングを実施。業務方針・行程・役割分担を確認する。

	2026年1月
	現状整理・明和町「三重県明和町 2040ビジョン」検討
	関係者ヒアリング、データ整理、ワークショップ実施などにより現状把握と将来像の整理を行う。

	2026年2月
	参画導線検討・広報素材製作
	住民参画導線の設計、デジタルツールの初期設定、PR素材（動画・記事等）の製作を行う。

	2026年3月
	成果整理・報告
	成果物の取りまとめ、最終報告会の実施、次年度に向けた改善提案の整理を行う。



6． 総合留意事項
· 各業務は町と適宜協議のうえ実施すること。
· 成果物の著作権は明和町に帰属する。
· 収集した個人情報は適切に管理し、目的外利用・第三者提供を行わないこと。
· 実施過程で得られた知見やノウハウは、町の今後の事業運営に資する形で共有すること。
